
[労働基本調査票・1]

令和２年度

　郡山市労働基本調査票

○ 　調査票に記入された事項については、統計以外の目的に使用したり、他に漏らしたりすることはありませんので、

ありのままにご記入ください。

○ 　特に指定するもの以外は、令和２年１０月１日現在でご記入ください。

○ 　調査票の記入に当たっては、レ点（チェックマーク）で処理できる項目は、該当する番号部分にレ点を入れ、文字または

数字を記入する項目は、ハッキリとお書きください。

○ 　会社全体ではなく、この調査票の送付先である貴事業所のみの現況について記入してください。

○ 　調査票記入後は、同封の返信用封筒に入れ、令和２年１０月３１日(土)までに投函してください。

〒 所　属

電　話

1 建設業 4 運輸業・郵便業 7 宿泊業・飲食サービス業  10 その他サービス業等

2 製造業 5 金融業・保険業　 8 卸売業・小売業

3 情報通信業 6 不動産業 9 医療・福祉

正規従業員 ＊1 人 人 人

人 人 人

臨時（含アルバイト） ＊3 人 人 人

パートタイマー ＊4 人 人 人

人材派遣者等 ＊5 人 人 人

＊1 　正規従業員とは、正職員及び正社員をいいます。役員報酬を受けている役員の方は除いてください。　

＊2 　障がい者とは身体障害者（障害者手帳や医師の診断書により障がいの程度が１級～６級（７級の障害を２以上重複して有する方も含む）に該当

する方）、知的障害者（知的障がい者判定機関で判定された方）や精神障害者（精神障害者保健福祉手帳の交付を受けた方）をいいます。

＊3 　臨時とは、繁忙期に一時的に雇い入れられ、数日～数か月単位の短期間雇用を前提とした方をいいます。契約社員、嘱託社員を含む。

 ＊4 　パートタイマーとは、１週間の所定労働時間が通常の従業員より短い方をいいます。

＊5 　人材派遣者等とは、人材派遣会社から派遣されている方及びその他の従業員をいいます。

〔問1〕 　平成31（2019）年4月1日から令和2（2020）年3月31日までに正規従業員で採用、または退職した人数を

おたずねします。

人 人 人 人 人 人 人

＊1 　高年齢者とは年齢が55歳以上の方です。

＊2 　障がい者とは身体障害者（障害者手帳や医師の診断書により障がいの程度が１級～６級（７級の障害を２以上重複して有する方も含む）に該当

する方）、知的障害者（知的障がい者判定機関で判定された方）や精神障害者（精神障害者保健福祉手帳の交付を受けた方）をいいます。

◆障がい者を雇用している事業所に伺います。

　障がい者の法定雇用率＊1を達成していますか。（レは1つ）

1　達成している 3　法定雇用率が適用されない事業所

2　達成していない 4　わからない

＊1 　法定雇用率とは、「障害者の雇用促進等に関する法律」により、従業員45.5人以上の事業主には、その割合が2.2％以上になるよう義務付け

られています。

事業主都合

（うち障がい者） ＊2

従業員の採用について

採用者数 退職者数
新規学卒者 高年齢者 ＊1 障がい者 ＊2 その他 定　年 自己都合

貴事業所の
主な業種
（レは1つ）

（　　 　　　　　　 ）

従　業　員　数 男　性 女　性 合　計

整理番号

調 査 票 記 入 に つ い て の お 願 い

事業所の概要について

所在地 記
　
入
　
者

(ふりがな)

氏　名
事業所名

【 問 合 せ 先 】
郡山市政策開発部雇用政策課 電話024-924-2261
E-mail：koyouseisaku@city.koriyama.lg.jp
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[労働基本調査票・2]
〔問2〕 　平成29（2017）年度から令和元（2019）年度に、正規従業員で採用した新規学卒者の採用人数と

採用された後に離職した人数をおたずねします。

人 人 人

人 人 人

人 人 人

人 人 人

人 人 人

人 人 人

人 人 人

人 人 人

人 人 人

人 人 人

人 人

人 人

人 人

人 人

人 人

人

人

人

人

人

〔問3〕 　正規従業員の直近1ヶ月分の賃金等についておたずねします。

歳 年 １人当たり 円 １人当たり 円

歳 年 １人当たり 円 １人当たり 円

　所定内賃金･･･労働協約・就業規則や事業所の給与規則などにより、あらかじめ定められている支給条件、算定方法によって支給される給与を
　　　　　  　いいます。所定外賃金は除きます。（基本給、年齢給、その他通勤手当等諸手当を合計した額）

　所定外賃金･･･残業手当、休日出勤手当、宿直手当等をいいます。

〔問4〕 　正規従業員の令和元（2019）年度中の平均賞与についておたずねします。

円 円 円

項　　　　　目 夏季手当 冬季手当 計

1人当たりの平均支給額

平均所定内賃金 ＊1 平均所定外賃金 ＊2

男性

女性

＊1

＊2

高校卒

短大(高専)卒

大学卒

計

就労実態について

平均年齢 平均勤続年数

短大(高専)卒

大学卒

計

　　　　　　　　年度毎採用人数
最終学歴

元年度離職人数

中学卒

計

　　　　　　　　年度毎採用人数
最終学歴

30年度離職人数 元年度離職人数

中学卒

高校卒

30年度離職人数 元年度離職人数

中学卒

高校卒

短大(高専)卒

大学卒

高校卒

短大(高専)卒

大学卒

計

　　　　　　　　年度毎採用人数
最終学歴

29年度離職人数

　　　　　　　　年度毎採用人数
最終学歴

29年度採用人数 30年度採用人数 元年度採用人数

中学卒

ここからは、各採用年度毎の
離職人数をおたずねします。

1 年 未 満 の 離 職

１年以上２年未満の 離職

２年以上 ３年未満 の離職
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[労働基本調査票・3]
〔問5〕 　初任給をおたずねします。（令和2（2020）年4月1日現在）

〔問6〕 　平成31（2019）年4月1日から令和２（2020）年3月31日までの貴事業所における正規従業員１人当たりの
労働時間等についておたずねします。
（職種等により労働時間等が異なる場合は、就労人数の多い職種でお答えください。）

日

分

分

分

男性（平均） 分

女性（平均） 分

男性（平均） 分

女性（平均） 分

　所定労働時間とは、就業規則などで定められてる始業時から終業時までの時間から休憩時間を引いた時間をいいます。

　所定外労働時間とは、早出、残業、休日出勤等の労働時間をいいます。

〔問7〕 　定年制度がありますか。（レは1つ）

1　ある 定年年齢　　　　　 歳まで 2　ない

〔問8〕 　65歳までの安定雇用を定めた「高年齢者の雇用の安定等に関する法律」の内容を踏まえた取り組み等を

実施していますか。（レは1つ）

1　実施している ２　実施していない

◆実施していると回答された事業所に伺います。

　実施したものに、レをつけてください。（レは、いくつでも）

1　定年の引き上げ

2　定年の廃止

3　再雇用制度の導入  ＊1

4　勤務延長制度の導入 ＊2

5　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　定年でいったん退職とし、新たに雇用契約を結ぶ制度

　定年で退職とせず、引き続き雇用する制度

　退職金制度がありますか。（レは1つ）

1　ある 2　ない

＊1

＊2

〔問9〕

＊1

＊2

正規従業員の各種制度について

→

↓

１か月の
平均所定外労働時間 ＊2

時間

時間

年間の
平均所定外労働時間

時間

時間

年間就労日数

１日の所定労働時間 ＊1 時間

１週の所定労働時間 時間

年間の所定労働時間 時間

短大(高専)卒 円 円

大学卒 円 円

中学卒 円 円

高校卒 円 円

大学卒 円 円 円 円

　　　　　　　区分
最終学歴

生産・現業系 ＊3

男性 女性

高校卒 円 円 円 円

短大(高専)卒 円 円 円 円

男性 女性

中学卒 円 円 円 円

　　　　　　　区分
最終学歴

事務系 ＊1 技術系 ＊2

男性 女性

「事務系」とは経理、管理、会計等の事務に
従事している従業員をいいます。

「技術系」とは化学工業技術者、土木建設技
術者、教育、医療保険等に従事する者及び特
殊技術を有している従業員をいいます。

「生産・現業系」とは製造加工、組立修理
工、運転手、営業、販売店員、販売外交員、
保険外交員、その他作業員等をいいます。

＊1

＊2

＊3
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[労働基本調査票・4]
　年次有給休暇制度はありますか。（レは1つ）

1　ある 2　ない

日 日 ％

　年次有給休暇制度以外に休暇制度を設けていますか。（レはいくつでも）

1　リフレッシュ休暇 3　研修のための休暇

2　ボランティア休暇 4　その他の休暇（　　　　　　　　　　　　　　）

　週休制度の実態についておたずねします。（レは1つ：複数の制度がある場合は主要なもの1つ）

1　完全週休２日制 4　月２回週休２日制 7　その他（　　　　　　　　　　　）

2　月３回週休２日制 5　月１回週休２日制

3　隔週週休２日制 6　まだ実施していない

　平成31（2019）年4月1日から令和2（2020）年3月31日までの間の、育児・介護に係わる休業・休暇
制度（法律に基づくもの）についておたずねします。（レは各制度で1つ）

1　ある 人 人 日

2　ない 人 人 日

　対象者数とは、育児休業を取得できる対象であった従業員の人数です。男性は、配偶者の出産により対象となった従業員の人数です。

　育児休業とは、労働者が原則として1歳に満たない子を養育するためにする休業。（原則、子が1歳に達する日まで）

1　ある 人

2　ない 人

1　ある 人

2　ない 人

1　ある 人

2　ない 人

1　ある 人

2　ない 人

働き方改革に関して、下記の取り組みのうち、実施しているもの全てにレをつけてください。
（レはいくつでも） 　

1　短時間勤務 11　正規・非正規職員間の待遇差解消（同一労働同一賃金の実施）

2　フレックスタイム制度 12　事業所内託児所の設置

3　時差勤務制度 13　育児・介護に係る経済的支援

4　所定外労働時間の削減 14　職場復帰支援（面談、相談窓口の設置等）

5　配置転換の配慮 15　育児・介護等による退職者に対する再雇用制度

6　テレワーク（在宅勤務等） 16　自己啓発、能力開発への支援

7　業務効率化の推進 17　働き方改革への取り組みは行っていない

8　年次有給休暇の確実な取得 18　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

9　勤務間インターバル制度　＊1

10 限定正社員制度　＊2

勤務間インターバル制度とは、労働者の勤務終了時間から、次の始業時間までの間に一定の休息を設定する制度。

勤務地や仕事内容、勤務時間などを限定して働く正規従業員（無期雇用）。

〔問14〕

＊1

＊2

介護休業
＊5

男性

女性

介護休暇
＊6

男性

女性

制　度 取得者数

育児目的
休暇
＊4

男性

女性

制　度 取得者数

＊1

＊2

制　度 取得者数

子の
看護休暇

＊3

男性

女性

制　度 対象者数　＊1 取得者数 平均取得日数

育児休業
＊2

男性

女性

平均付与日数 ＊1 平均取得日数 平均取得率 ＊2

〔問11〕

〔問12〕

〔問13〕

〔問10〕

↓

＊3 子の看護休暇とは、小学校就学前の子を養育する
労働者が、子の看護又は予防接種等を受けさせるた
めに取得する休暇。（1年に5日、子が2人以上の場合
は10日まで）

ある場合
のみ回答

介護休業とは、要介護状態にある対象家族を介護
するために取得する休業。（対象家族1人につき、通
算93日まで）

介護休暇とは、要介護状態にある対象家族の介護
その他の世話を行うために取得する休暇。(1年に5
日、対象家族が2人以上の場合は10日まで）

＊5

＊6

＊1 平均付与日数は、繰越分は含みません。

平均取得率
＝平均取得日数/平均付与日数×100

＊2

＊4 育児目的休暇とは、小学校就学前の子を養育する
労働者が、配偶者の出産時や保育園等の行事参加な
どの育児に参加することを目的とする休暇。平成29
年施行の改正育児・介護休業法に、「導入促進を努
力義務とする」と規定されました。
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[労働基本調査票・5]

　貴事業所における過去１年間の従業員の増減についておたずねします。
（レは1つずつ）

　非正規従業員とは、期間を定めた短期契約で雇用されている従業員。例として臨時、パートタイマー、人材派遣者等の従業員。

　貴事業所における今後１年間の正規従業員、非正規従業員の雇用計画についておたずねします。
（レは1つずつ）

　今後、障がい者の雇用予定（正規従業員・非正規従業員）はありますか。（レは1つ）

1　ある 2　ない

◆障がい者を雇用予定のない事業所に伺います。

　理由についてあてはまるものに、レをつけてください。（レはいくつでも）

1　障がい者を雇用するイメージやノウハウがない

2　会社内に適当な仕事があるかどうかわからない

3　職場の安全面や勤務時間等の配慮が適切にできるか不安である

4　従業員が、障がいについて理解できるか不安である

5　障がい者の適性、能力を十分に把握し、活かすことができるか不安である

6　障がい者の労働意欲、作業態度が不安である

7　法定雇用率が適用されないため

8　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　外国人を雇用（正規従業員・非正規従業員）又は技能実習生等の受け入れを行っていますか。（レは1つ）

1　いる 2　いない

↓

◆外国人を雇用していない理由として、あてはまるものにレをつけてください。（レはいくつでも）

1　雇用するまでの手続きが複雑すぎる

2　採用・雇用の方法がわからない

3　社内の受け入れ態勢が整っていない

4　任せられる職務がない・少ない

5　教育、指導が難しい

6　言葉や文化、宗教の違いによる不安がある

7　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

〔問18〕

 3　減らす予定  3　減らす予定

〔問17〕

↓

外国人雇用について

正規従業員 非正規従業員

 1　増やす予定  1　増やす予定

 2　現状維持の予定  2　現状維持の予定

 4　やや増加  4　やや増加

 5　大きく増加  5　大きく増加

＊1

〔問16〕

非正規従業員 ＊1

 1　大きく減少  1　大きく減少

 2　やや減少  2　やや減少

 3　変化なし  3　変化なし

雇用計画について

〔問15〕

正規従業員
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[労働基本調査票・6]

　パートタイマー・臨時の雇用をしていますか。（レは1つ）

1　雇用している 2　雇用していない

◆パートタイマーの諸制度について実施しているものをおたずねします。（レはいくつでも）

1　昇給制度 5　無期転換ルールの実施

2　正規従業員への昇格制度 6　福利厚生制度

3　退職金制度 7　特になし

4　育児・介護休業制度 8　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

【「雇用している」と答えた事業所のみ】

◆具体的な雇用条件についておたずねします。

時間 分 時給 円 日

時間 分 時給 円 日

時間 分 時給 円 日

時間 分 時給 円 日

円 年 月 円 円

円 年 月 円 円

円 年 月 円 円

円 年 月 円 円

＊ 労働条件の1人あたりの平均を記入してください。
賃金については、週給・日給の場合は時給に換算してください。
賞与については、令和元（2019）年度中の額を記入してください。

　正規従業員のうち、管理職の人数についておたずねします。

人 人

人 人

人 人

　女性が活躍できる仕事・職場環境にするためには何が必要だと考えますか。（レはいくつでも）

1　育児・介護との両立についての職場の支援制度が整っている

2　職場の上司・同僚が、女性が働くことについて理解がある

3　企業トップが女性の活躍の推進に積極的である

4　企業内で長時間労働の必要性がないこと、勤務時間が柔軟であること

5　仕事が適正に評価される

6　仕事の内容にやりがいがある

7　身近に活躍している女性（ロールモデル）がいる

8　その他（　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

課長相当職

係長相当職

〔問21〕

女性の活躍について

〔問20〕

区　分 管理職者数＊1
うち女性

部長相当職

賞与（夏季） 賞与（冬季）

パート
タイマー

男性

女性

臨時
男性

女性

臨時
男性

女性

性別 1か月の収入 雇用年数

性別 1日の労働時間 賃金 １か月の就労日数

パート
タイマー

男性

女性

パートタイマー・臨時について

〔問19〕

↓

「管理職」とは、事業所の組織系列の各部署にお
いて、配下の係員等を指揮・監督する役職のほか
専任職、スタッフ管理職等と呼ばれている役職も
含みます。

＊1
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[労働基本調査票・7]

 平成27年8月に成立した女性活躍推進法に基づく事業主行動計画の策定状況についておたずねします。(レは1つ)

（令和4年4月からは、常用労働者101人以上の事業主まで策定義務の対象が拡大されます。）

1　既に策定済みで、従業員への周知も済んでいる

2　既に策定済みだが、従業員への周知はしていない

3　策定中である

4　今後策定予定である

5　特に何もしていない

6　その他（　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　従業員に、ハラスメント（セクハラ、パワハラ、マタハラ等）の防止を周知していますか。（レは1つ）

1　している 2　していない

1　設置している 2　設置していない

＊　令和２（2020）年度より「労働施策総合推進法」により、ハラスメント対策が強化され、セクハラだけでなく、パワハラについても、相談

　体制の整備など雇用管理上の措置義務が明記されました。

　心の健康（メンタルヘルス）対策に取り組んでいますか。（レは1つ）

1　取り組んでいる 2　取り組んでいない

↓

◆「取り組んでいない」場合、取り組んでいない理由は何ですか。（レはいくつでも）

1　取り組み方が分からない

2　経費がかかる

3　専門スタッフがいない

4　従業員の関心がない

5　必要性を感じない

6　その他 （　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　雇用政策（国・県・市等）へのご要望はありますか。（レは1つ）

1　ある 2　ない

◆具体的なご要望をおたずねします。（レはいくつでも）

1　求職者に対する就職相談窓口の充実

2　試用雇用の推進・支援（試用期間の給与に対する助成等）

3　雇用維持に係る賃金に対する助成の拡充

4　中高年者の雇用確保・維持に係る賃金に対する助成の拡充

5　保育施設の充実、育児休暇取得に係る助成の拡充

6　雇用者の資格・技能取得に対する支援

7　事業所への融資制度の充実

8　雇用に関する情報提供の充実

9　その他

（ ）

　　その他

〔問26〕

↓

〔問23〕

〔問24〕 　職場内にハラスメント相談窓口を設置していますか。（レは1つ）

　　心の健康（メンタルヘルス）対策の取り組みについて

〔問25〕

〔問22〕

　　ハラスメント対策の取り組みについて
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